
講師： 高頭 晃紀

（日本ケアコミュニケーションズ チーフコンサルタント）

【令和3年度】

介護報酬制度改定について

＜訪問看護編＞

令和2年12月9日介護給付費分化会 審議報告（案）





感染症対策の義務化

• 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる
体制を構築する観点から、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計
画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づける。その際、３年
の経過措置期間を設けることとする。



②高齢者虐待防止の推進

• 障害福祉サービスにおける対応も踏まえ、全ての介護サービス事業者を対象に、利用
者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又はその再発を防止するため
の委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。その際、
３年の経過措置期間を設けることとする。



④会議や多職種連携における
ICT の活用

• 運営基準や加算の要件等において実施が求められる各種会議等（利用者の居宅を訪
問しての実施が求められるものを除く）について、感染防止や多職種連携の促進の観
点から、以下の見直しを行う。

• ア 利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、 「医療・介
護関係事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報シ
ステムの安全管理に関するガイドライン」等を参 考にして、テレビ電話等を活用しての
実施を認める。

• イ 利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た
上で、テレビ電話等を活用しての実施を認める。



②認知症に係る取組の情報公表
の推進

• 介護サービス事業者の認知症対応力の向上と利用者の介護サービスの選択に資する

観点から、全ての介護サービス事業者を対象に、研修の受講状況等、認知症に係る事

業者の取組状況について、介護サービス情報公表制度において公表することを求める

こととする。



③退院当日の訪問看護

• 利用者のニーズに対応し在宅での療養環境を早期に整える観点から、退院・退所当日
の訪問看護について、現行の特別管理加算の対象に該当する者に加えて、診療報酬上
の取扱いと同様に、主治の医師が必要と認める場合は算定を可能とする。



④看護体制強化加算の見直し

• 訪問看護の看護体制強化加算について、医療ニーズのある要介護者等の在宅療養を

支える環境を整える観点や訪問看護の機能強化を図る観点から、以下の見直しを行う。

• ア 利用者の実態等も踏まえて、「特別管理加算を算定した割合30％以上」 の要件を、

「20％以上」に見直す。この際、当該要件緩和や、介護予防訪問看護についてはターミ

ナルケア加算の要件が含まれていないことを踏まえて、訪問看護の看護体制強化加算

（Ⅰ）及び（Ⅱ）並びに介護予防訪 問看護の看護体制強化加算の評価の見直しを行う。

• イ サービスの継続性に配慮しつつ、指定（介護予防）訪問看護の提供に当たる従業員

に占める看護職員の割合を６割以上とする要件を新たに設ける。その際、２年の経過

措置期間を設けることとする。



⑤特例居宅介護サービス費による地域の
実情に応じたサービス提供の確保

• 中山間地域等において、地域の実情に応じた柔軟なサービス提供をより可能とする観

点から、令和２年の地方分権改革に関する提案募集における提案（訪問看護ステーショ

ンごとに置くべき看護師等の員数を「従うべき基準」から「参酌すべき基準」とする）も

踏まえ、特例居宅介護サービス費等の対象地域と特別地域加算の対象地域について、

自治体からの申請を踏まえて、それぞれについて分けて指定を行う等の対応を行う。



③サービス提供体制強化加算の見直し

• サービス提供体制強化加算について、サービスの質の向上や職員のキャリアアップを

一層推進する観点から、財政中立を念頭に、以下の見直しを行う。

• エ 訪問看護及び訪問リハビリテーションについて、現行の勤続年数要件の区分に加え

て、より長い勤続年数で設定した要件による新たな区分を設ける。

• オ 業務負担の軽減や加算の活用を図る観点から、算定率の高い介護職員処遇改善加

算において同様に要件として求められる研修実施、会議開催、 健康診断実施の要件に

ついて、廃止する。



③訪問看護の機能強化

• 訪問看護の機能強化を図る観点から、理学療法士等によるサービス提供の状況や他の

介護サービス等との役割分担も踏まえて、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士が行う

訪問看護及び介護予防訪問看護について、評価や提供回数等の見直しを行う。



⑫サービス付き高齢者向け住宅等に
おける適正なサービス提供の確保

• ア 訪問系サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く）、通所系サービス（地

域密着型通所介護、認知症対応型通所介護を除く）及び福祉用具貸与について、事業

所と同一の建物に居住する利用者に対してサー ビス提供を行う場合には、当該建物

に居住する利用者以外に対してもサービス提供を行うよう努めることとする。また、事

業所を市町村等が指定する際に、例えば、当該事業所の利用者のうち一定割合以上を

当該事業所 に併設する集合住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければ

ならない等の条件を付することは差し支えないことを明確化する。



利用者への説明・同意等に係る見直

• 利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、 政府の方針

も踏まえ、ケアプランや重要事項説明書等における利用者等への説明・同意について、

以下の見直しを行う。

• ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めること

とする。

• イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の代

替手段を明示するとともに、様式例から押印欄を削除する



⑦ハラスメント対策の強化

• 介護サービス事業者の適切なハラスメント対策を強化する観点から、全ての介護サー

ビス事業者に、男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責

務を踏まえつつ、ハラスメント対策を求めることとする。



員数の記載や変更届出の明確化

• 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点か

ら、運営規程や重要事項説明書に記載する従業員の「員数」について、「○○人以上」と

記載することが可能であること及び運営規程における「従業者の職種、員数及び職務

の内容」について、その変更の届出は年1回で足りることを明確化する。



記録の保存等に係る見直し

• 介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点か

ら、介護サービス事業者における諸記録の保存、交付等について、適切な個人情報の

取り扱いを求めた上で、電磁的な対応を原則認めることとし、その範囲を明確化する。

また、記録の保存期間について、他の制度の取り扱いも参考としつつ、明確化を図る。



4運営規程等の掲示に係る見直し

• 介護サービス事業者の業務負担軽減や利用者の利便性の向上を図る観点から、運営

規程等の重要事項について、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でファイル等で

備え置くこと等を可能とする。


